
財務諸表に対する注記

1.  重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の有価証券

・償却原価法(定額法を採用している)

・ただし現在は満期保有目的の有価証券は保有していない。

② その他の有価証券

・時価のあるもの

　　時価法を採用している。

・時価のないもの

　　原価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産

　定額法を採用している。ただし2016年度以前に取得した有形固定資産については、定率法

を採用している。

　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

建 物 30 年～50年

建物付属設備 15 年

機 械 ( 装 置 ) 5 年～15年

什 器 備 品 3 年～10年

② 無形固定資産

　定額法を採用している。

　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

ソフトウェア 5 年

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　 　未収金の貸倒の損失に備えるため、一般債権については、一定の率(6/1000)により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してい

る。

② 賞与引当金

　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上

している。

③ 退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計上している。

(4) 消費税等の会計処理

　税込方式である。

　



2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　土　　　　地 245,895,314 0 0 245,895,314

　建　　　　物 405,609,061 0 16,661,882 388,947,179

　建物付属設備 214,202,316 0 27,164,239 187,038,077

　有 価 証 券 1,448,763,691 133,663,053 97,903,946 1,484,522,798

  普 通 預 金 9,432,643 0 9,432,643 0

　小　　計 2,323,903,025 133,663,053 151,162,710 2,306,403,368

特定資産

　退職給付引当資産 156,416,214 8,973,549 58,214,100 107,175,663

　耐震補強引当資産 168,155,250 3,841,920 3,212,052 168,785,118

　研究事業拡充資産 147,451,305 5,811,234 300,517 152,962,022

　運営事業費引当資産 5,206,300,896 247,770,784 23,498,842 5,430,572,838

小　　計 5,678,323,665 266,397,487 85,225,511 5,859,495,641

合　　計 8,002,226,690 400,060,540 236,388,221 8,165,899,009

3.

基本財産及び特定資産等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応する額）

基本財産

　土　　　　地 245,895,314 ( 0) ( 245,895,314) ( 0)

　建　　　　物 388,947,179 ( 0) ( 388,947,179) ( 0)

　建物付属設備 187,038,077 ( 0) ( 187,038,077) ( 0)

　有 価 証 券 1,484,522,798 ( 0) ( 1,484,522,798) ( 0)

　小　　計 2,306,403,368 ( 0) ( 2,306,403,368) ( 0)

特定資産

　退職給付引当資産 107,175,663 ( 0) ( 0) ( 107,175,663)

　耐震補強引当資産 168,785,118 ( 0) ( 168,785,118) ( 0)

　研究事業拡充資産 152,962,022 ( 0) ( 152,962,022) ( 0)

　運営事業費引当資産 5,430,572,838 ( 0) ( 5,430,572,838) ( 0)

小　　計 5,859,495,641 ( 0) ( 5,752,319,978) ( 107,175,663)

合　　計 8,165,899,009 ( 0) ( 8,058,723,346) ( 107,175,663)

4.

(直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

528,922,604 139,975,425 388,947,179

405,436,382 218,398,305 187,038,077

934,358,986 358,373,730 575,985,256

1,413,069,147 1,228,682,513 184,386,634

112,738,700 90,860,153 21,878,547

10,399,635 6,580,318 3,819,317

1,536,207,482 1,326,122,984 210,084,498

2,470,566,468 1,684,496,714 786,069,754

小計（基本財産）

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

科　　目

建物

建物付属設備

機械器具

什器備品

ソフトウェア

小計（その他固定資産）

　合　　計



5. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

(単位:円)

交付者
前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

補助金

　
令和7年度中小企業政策推進事業費
補助金

経済産業省 - 2,598,941 2,598,941 -

- 2,598,941 2,598,941 -

6. その他

金融商品の状況

① 金融商品に対する取組方針

ブ取引を組み込んだ複合金融商品により資産運用する。

る。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

② 金融商品の内容及びそのリスク

信用リスク、市場リスクにさらされている。

③ 金融商品のリスクにかかる管理体制

ⅰ財務基盤調査検討委員会規程及び資産運用管理委員会規程に基づく取引

ⅱ信用リスクの管理

　査検討委員会に報告している。

ⅲ市場リスクの管理

　　投資信託については、関連する市場の動向を把握し、運用状況を定期的に財務基盤調査検

　当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合商品(仕組債)のみであ

補助金等の名称
貸借対照表上
の記載区分

-

合　計

　当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によって賄うため、債券、投資信託、デリバティ

　討委員会に報告している。

　投資有価証券は、債券、投資信託、デリバティブを組み込んだ債券(仕組債)であり、発行体の

　　当法人では、常任理事会の下に設置されている財務基盤調査検討委員会において、当法人の

　財務状況の調査検討を行い中長期の資産運用方針を定めると共に、同じく常任理事会の下に設

　置されている資産運用管理委員会において、前述の運用方針を達成するための投資有価証券の

　購入条件等を決定している。

　　債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し財務基盤調



目的使用 その他

貸倒引当金 18,065 5,577 0 18,065 5,577

賞与引当金 12,308,193 13,301,356 12,308,193 0 13,301,356

退職給付引当金 166,502,956 2,110,734 57,855,000 0 110,758,690

(注)貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は洗替えによる戻入額である。

附属明細書

１. 基本財産及び特定資産の明細

　　　財務諸表に対する注記３に記載のとおりである。

２. 引当金の明細

(単位：円)

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高


